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次期江別市環境管理計画・ 
地球温暖化対策実⾏計画の策定について 

 

１ 江別市環境管理計画 

江別市の環境への取り組みの基本的な施策を定める計画として、平成８年３月に策定され 

ました。 

全体期間を３０年とし、その間を下記のとおり区分して進行管理しています。 

    

・前期推進計画（平成 ７年度～平成１５年度） 

    ・中期推進計画（平成１６年度～平成２５年度） 

    ・後期推進計画（平成２６年度～令和 ５年度） 
 

２ 次期環境管理計画・地⽅公共団体実⾏計画 

現行の計画は、令和５年度末で終期を迎えることから、令和６年度からスタートする次期 

環境管理計画を令和４、５年度の２か年で策定します。 

    次期環境管理計画では、現行の計画を継承しつつも、世界的な課題となっている、地球温 

暖化防止策対策の更なる推進が求められます。 

※地球温暖化対策推進法（第２１条）に基づく地方公共団体実行計画（区域施策編）として 

の位置づけとなり、江別市では環境管理計画の中で新規に策定します。 
 

 

○地球温暖化対策推進法とは 

   国内における地球温暖化対策を推進するための枠組みを定めた法律です。 

 
 

 

 

 その区域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出削減等を行うための 

施策に関する計画であり、都道府県、政令指定都市、中核市、特例市に策定義務 

があります。 

 
 

 

 

 

地方公共団体の事務事業に伴い発生する温室効果ガスの排出削減等を行うため 

の措置に関する計画であり、全ての地方公共団体に策定義務があります。 

 

 

3 地⽅公共団体の実⾏計画（区域施策編）策定に係る協議会 

   地球温暖化対策実行計画の区域施策編の策定にあたり、次期環境管理計画の策定と併せて、

現在、江別市環境審議会において審議いただいております。 

本協議会では、住民、事業者、市民団体、学識経験者など地球環境問題に関わっている様

々な方の参画により、当該実行計画を推進する上で必要となる具体の取組に関して、次期環

境管理計画及び当該実行計画（区域施策編）策定の進行状況に合わせて、計画策定の節目に

おいて協議会を不定期に開催して、ご意見等をお伺いいたします。 

地方公共団体実行計画（区域施策編）とは 

地方公共団体実行計画（事務事業編）とは 
現在、第 3 期実⾏計画 
（令元〜5 年度） 

次期環境管理計画の中で 
新規に策定 



2 

 

第１回江別市環境審議会 
（環境情勢の動向等） 

第 2 回江別市環境審議会 
（現状と課題等） 

第 3 回江別市環境審議会 
（計画骨子案） 

第 1 回江別市環境審議会 
（施策や指標設定等） 

第 2 回江別市環境審議会 
（計画素案諮問） 

第 3 回江別市環境審議会 
（計画案策定） 

パブリックコメント（意見公募） 

（計画案） 

第 4 回江別市環境審議会 
（パブリックコメントへの対応） 

第 5 回江別市環境審議会 
（計画確定・答申書作成） 

会長より答申書を市長へ提出 

（答申） 

地球温暖化対策実行計画 

策定に係る協議会（第 1 回） 

4 策定スケジュール 

【令和 4 年度】 

 

令和４年９月２７日    

 

 

      

12 月 21 日 

 

 

 

    令和５年 3 月 15 日    

 

 

 

 

【令和５年度】 

 

       令和５年５月 

 

 

 

             ８月 

 

 

 

９月 

 

 

 

１０月 

 

 

 

１１月 

 

 

 

令和６年１月 

 

 

 

２月 

 

 

計画策定の節目において 

数か月おきに不定期開催 

令和 5 年 2 月 15 日 
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 地球温暖化対策の

（1）社会動向
① 脱炭素社会の実現

 

●「IPCC

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

す。

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

に注力しており、野心的な目標として、「

出量を

ガス排出量実質ゼロ」という目標

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典︓「令和３年版環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書」（環境省

 

地球温暖化対策の

社会動向 
脱炭素社会の実現

IPCC の第

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

す。 

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

に注力しており、野心的な目標として、「

出量を 46％削減（

ガス排出量実質ゼロ」という目標

図 1：国の温室効果ガス排出量の状況と今後の排出量目標のイメージ

出典︓「令和３年版環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書」（環境省

 

地球温暖化対策の現状と課題

脱炭素社会の実現 

の第 6 次評価報告書（

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

に注力しており、野心的な目標として、「

％削減（H25

ガス排出量実質ゼロ」という目標

：国の温室効果ガス排出量の状況と今後の排出量目標のイメージ

出典︓「令和３年版環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書」（環境省

  

現状と課題

次評価報告書（R3

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

に注力しており、野心的な目標として、「

H25（2013

ガス排出量実質ゼロ」という目標

：国の温室効果ガス排出量の状況と今後の排出量目標のイメージ

出典︓「令和３年版環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書」（環境省
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現状と課題 

R3（2021

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

に注力しており、野心的な目標として、「R12

2013）年度比）」、「

ガス排出量実質ゼロ」という目標を掲げています。

 

 

：国の温室効果ガス排出量の状況と今後の排出量目標のイメージ

出典︓「令和３年版環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書」（環境省

2021）年）」において「人間の影響により温

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

R12（2030

）年度比）」、「R32

を掲げています。 

：国の温室効果ガス排出量の状況と今後の排出量目標のイメージ

出典︓「令和３年版環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書」（環境省

）年）」において「人間の影響により温

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

2030）年度までに温室効果ガス排

R32（2050

：国の温室効果ガス排出量の状況と今後の排出量目標のイメージ

出典︓「令和３年版環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書」（環境省

）年）」において「人間の影響により温

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

）年度までに温室効果ガス排

2050）年までに温室効果

：国の温室効果ガス排出量の状況と今後の排出量目標のイメージ 

出典︓「令和３年版環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書」（環境省

）年）」において「人間の影響により温

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

）年度までに温室効果ガス排

）年までに温室効果

出典︓「令和３年版環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書」（環境省 R3.6

）年）」において「人間の影響により温

暖化が進んでいることが断定される」など、現在地球温暖化が進行していることは明

白となっており、地球温暖化の進行を「緩和」するための対策が不可欠となっていま

●そのため国は、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量を削減するために脱炭素

）年度までに温室効果ガス排

）年までに温室効果

R3.6） 
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② 国の環境基本計画における重点戦略 
1）重点戦略①︓持続可能な生産と消費を実現するグリーンな経済システムの構築 

 

 
 

図 2 国の第五次環境基本計画における重点戦略① 

出典︓「第五次環境基本計画の概要」（環境省 H30.4） 
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2）重点戦略③︓地域資源を活⽤した持続可能な地域づくり 

 

 
 

図 3 国の第五次環境基本計画における重点戦略③ 

出典︓「第五次環境基本計画の概要」（環境省 H30.4） 
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（2）統計データ 
1）市の温室効果ガス排出量 

●市の温室効果ガス排出量（エネルギー起源）は減少傾向です。しかし、国の削減目標

を踏まえると、R12（2030）年度までに H25（2013）年度比で 49％の削減が

求められているため、取組を強化する必要があります。 

 

 
 

図 4：市の温室効果ガス排出量（エネルギー起源）の推移 

出典（実数）︓「部門別 CO2 排出量の現況推計」（環境省 R4.4） 
 

2）市の事務事業からの温室効果ガス排出量 

●市の事務事業からの温室効果ガス排出量は横ばいです。国の削減目標を踏まえると、

R12（2030）年度までに H25（2013）年度比で 51％の削減が求められている

ため、取組を強化する必要があります。 

 

 
      

図 5：江別市の事務事業からの温室効果ガス排出量の推移 

出典︓【H25〜H30】「第３期 江別市地球温暖化対策実⾏計画【事務事業編】」（江別市 R1.11） 
【R1〜R3】「第３期江別市地球温暖化対策実⾏計画（江別市 HP）」（江別市 R4.10） 
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449

170

63
47
151

902 880

0

200

400

600

800

1,000

H25 R12

(千t-CO2)
削減︓
省エネ

削減︓
次世代⾃動⾞普及拡⼤

削減︓
最⼤限の再エネ導入

削減︓
電⼒のカーボンニュートラル

排出量︓
エネルギー起源CO2

3）令和 3（2021）年度「江別市再生可能エネルギー導⼊調査等実施事業」 

●令和 3（2021）年度に実施した「江別市再生可能エネルギー導入調査等実施事業」

では、市の温室効果ガス排出量の現状と将来推計を整理し、脱炭素に向けた取組に

よる温室効果ガス排出量の削減量を試算しました。 

●市内の再生可能エネルギーの導入可能なエネルギー量（ポテンシャル）試算を参考

に、令和 12（2030）年度までに 280 千 t-CO2 を再生可能エネルギーで、 

151 千 t-CO2 を省エネルギーで削減することを想定しています。 

 

項目 概要 削減量 

脱炭素電⼒契約 
●再⽣可能エネルギーなどの電⼒契約で国が⽰す目

標に基づいて切替していると想定 
※発電時に CO2 を排出しない電⼒の活⽤ 

170 千 t-CO2 

（18.8％） 

最大限の再エネ導入 
●市内で再⽣可能エネルギーの導入が最大限進んで

いると想定 
63 千 t-CO2 

（7.0％） 

次世代⾃動⾞普及拡大 
●次世代⾃動⾞が国の⽰す目標に基づいて普及して

いると想定 
47 千 t-CO2 

（5.2％） 

省エネ 
●毎年 1％のエネルギー使⽤量を省エネで削減して

いくと想定 
151 千 t-CO2 

（16.7％） 

合計 
 431 千 t-CO2 

（47.8％） 
図 ６：温室効果ガス排出量（エネルギー起源）削減目標の内訳 

  出典︓「江別市再⽣可能エネルギー導入調査等実施事業 報告書」（R4.1 江別市） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ７：令和12（2030）年度時点の温室効果ガス排出量（エネルギー起源）の削減イメージ 

出典︓「江別市再⽣可能エネルギー導入調査等実施事業 報告書」（R4.1 江別市） 

2013 2030 

再生可能エネルギーに
よる削減（65％） 

省エネルギー 
による削減（35％） 

基準年からの削減目標︓ 
431 千 t-CO2 

脱炭素電力への切替 



※齢級は、林齢を

出典︓「樹種別、林齢別の⼆酸化炭素吸収量（兵庫森林管理署

4）温室効果ガス吸収源

●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

吸収源の拡大に向けた目標を設定して、取組を進めています。

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

ある

●森林吸収量は樹木が高齢化するほど減るため、森林吸収量を維

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

いく必要があります。

 

※齢級は、林齢を
1 齢級というように表記します。

出典︓「樹種別、林齢別の⼆酸化炭素吸収量（兵庫森林管理署

）温室効果ガス吸収源

●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

吸収源の拡大に向けた目標を設定して、取組を進めています。

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

ある 50 年生（

●森林吸収量は樹木が高齢化するほど減るため、森林吸収量を維

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

いく必要があります。

※齢級は、林齢を 5
齢級というように表記します。

出典︓「樹種別、林齢別の⼆酸化炭素吸収量（兵庫森林管理署

）温室効果ガス吸収源 

●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

吸収源の拡大に向けた目標を設定して、取組を進めています。

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

年生（10 齢級）を超える森林が多くなっています。

●森林吸収量は樹木が高齢化するほど減るため、森林吸収量を維

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

いく必要があります。 

5 年でくくった単位です。苗⽊を植栽した年を
齢級というように表記します。

出典︓「樹種別、林齢別の⼆酸化炭素吸収量（兵庫森林管理署

●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

吸収源の拡大に向けた目標を設定して、取組を進めています。

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

齢級）を超える森林が多くなっています。

●森林吸収量は樹木が高齢化するほど減るため、森林吸収量を維

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

 

年でくくった単位です。苗⽊を植栽した年を
齢級というように表記します。 

図 8：日本の人工林の樹齢構成

出典︓「令和

図 9：樹種・林齢別炭素吸収量

出典︓「樹種別、林齢別の⼆酸化炭素吸収量（兵庫森林管理署
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●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

吸収源の拡大に向けた目標を設定して、取組を進めています。

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

齢級）を超える森林が多くなっています。

●森林吸収量は樹木が高齢化するほど減るため、森林吸収量を維

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

年でくくった単位です。苗⽊を植栽した年を

：日本の人工林の樹齢構成

出典︓「令和

：樹種・林齢別炭素吸収量

出典︓「樹種別、林齢別の⼆酸化炭素吸収量（兵庫森林管理署

●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

吸収源の拡大に向けた目標を設定して、取組を進めています。

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

齢級）を超える森林が多くなっています。

●森林吸収量は樹木が高齢化するほど減るため、森林吸収量を維

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

年でくくった単位です。苗⽊を植栽した年を

：日本の人工林の樹齢構成

出典︓「令和 3 年度 森林・林業⽩書」（環境省

：樹種・林齢別炭素吸収量

出典︓「樹種別、林齢別の⼆酸化炭素吸収量（兵庫森林管理署

●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

吸収源の拡大に向けた目標を設定して、取組を進めています。 

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

齢級）を超える森林が多くなっています。 

●森林吸収量は樹木が高齢化するほど減るため、森林吸収量を維持・拡大していくため

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

年でくくった単位です。苗⽊を植栽した年を 1 年⽣として、

：日本の人工林の樹齢構成 

森林・林業⽩書」（環境省

：樹種・林齢別炭素吸収量 

出典︓「樹種別、林齢別の⼆酸化炭素吸収量（兵庫森林管理署 HP）」（近畿中国森林管理局）

●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

 

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

 

持・拡大していくため

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

年⽣として、

森林・林業⽩書」（環境省

 

）」（近畿中国森林管理局）

●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

持・拡大していくため

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

年⽣として、1〜5 年⽣を

森林・林業⽩書」（環境省 R4.5

 

）」（近畿中国森林管理局）

●脱炭素に向けた取組として、温室効果ガス排出量の削減と併せて、温室効果ガス吸収

源による対策が求められています。吸収源はその大半が森林によるもので、国も森林

●現在の日本の人工林は、昔と比べて新規造林が少なくなっており、一般的な主伐期で

持・拡大していくため

には、人工林の植栽・間伐・主伐・活用といった森林循環のサイクルを適切に進めて

 
年⽣を

R4.5） 

 

）」（近畿中国森林管理局） 
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5）森林吸収量 

●森林吸収量の対象とできる森林は京都議定書で規定されており、H2（1990）年以

降に新規・再植林・森林経営が行われた森林となっています。 

●昨年度、これら森林吸収量の対象と出来る森林からの森林吸収量を算出しており、そ

の結果、毎年約 4.6 千 t-CO2 の吸収が見込まれると試算しました。 

●これは、市の R1（2021）年度の温室効果ガス排出量（約 836 千 t-CO2）の約 0.6

％に相当しています。 

 

 

 
※四捨五入の関係で合計が一致しない場合があります。 

 
図 10：市の年間の森林吸収量の試算 

出典︓「令和 3 年度江別市再⽣可能エネルギー導入調査等実施事業 報告書」（環境省 R4.1） 
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（3）市⺠意向（令和 4 年 7 月実施のアンケート調査より） 
1）「新規に取り組むべき」もしくは「強化すべき」項目に関する CS 分析結果 

●「省エネの推進」は「重点維持項目」で、満足度・重要度ともに高くなっています。

取組を続けて、現在の状況を維持していくことが求められています。 

●「再エネの推進」は「改善項目」で、満足度が低いですが、重要度も低くなっていま

す。改善度は 16 位ですが、温室効果ガス排出量の削減を進めるためには取組を強化

していく必要があります。 

●「次世代エネルギーの活用」は「重点改善項目」で、満足度が低いうえ、重要度が高

くなっています。改善度は 3 位で、活用に向けた取組が求められています。 

 

取 組 結 果 満⾜度・重要度 改善度順位 

省エネの推進 重要維持項目 満⾜度↑、重要度↑ 改善度 7 位 

再エネの推進 改善項目 満⾜度↓、重要度↓ 改善度 16 位 

次世代エネルギーの活⽤ 重要改善項目 満⾜度↓、重要度↑ 改善度 3 位 

 
図 11 「新規に取り組むべき」もしくは「強化すべき」項目に関する CS 分析結果 

●地球温暖化 ■資源循環 ▲生物多様性 ◆⾃然環境 ×生活環境 〇環境教育・活動

1 【地球温暖化の防止】
2 【気候変動への適応】

3 【酸性雨(雪)対策・オゾン層の保護】

4 【省エネの推進】

5 【再エネの推進】

6 【次世代エネルギーの活用】

7 【省資源・リサイクル・ごみ減量化の推進】

8 【廃棄物の適正処理の推進】

9 【公共施設等の維持管理・有効活用】

10 【生態系の保全】

11 【有害鳥獣等への対策】

12 【水辺環境の保全】

13 【森林などの保全】

14 【農地の保全と活用】

15 【⾃然環境資源の有効活用】

16 【⼤気の保全】

17 【水質の保全】

18 【騒音・振動の防止】

19 【悪臭の防止】

20 【化学物質による環境汚染の防止】

21 【公園緑地の整備】

22 【街並みの緑化の推進】

23 【地域特性を生かした空間・場の創造】

24 【環境教育・環境学習の推進】

25 【環境情報の発信】

26 【⾃主的な環境保全活動の推進】

27 【都市と農村の交流・連携の推進】

20
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2）活⽤している・今後活⽤したい省エネ・再エネ設備 

●「LED」は導入が進んでいますが、それ以外の「省エネ設備（「高断熱・高気密化」

や「高効率機器」など）はあまり普及が進んでいません。 
 

 

 
図 12 活用している・今後活用したい省エネ・再エネ設備 
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73.6%

25.7%
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4.4%
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1.3%
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8.3%
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7.7%
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6.0%

6.2%

3.2%

1.6%

1.9%

1.8%

13.1%

8.8%

19.1%

24.3%

14.4%

28.2%

14.2%

7.2%

14.2%

8.0%

33.8%

5.4%

47.5%

39.9%

75.2%

59.5%

78.9%

90.4%

82.5%

89.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①建物の高断熱・高気密化(n=373)

②LED照明(n=386)

③高効率給湯器(エコキュートなど)(n=366)

④照明・給湯器以外の高効率設備（高効率エアコンなど）
(n=371)

⑤エネルギーマネジメントシステム(EMS)(n=367)

⑥クリーンエネルギー⾃動⾞(電気⾃動⾞など)(n=373)

⑦太陽光発電(n=374)

⑧⽊質バイオマス熱利用(薪ストーブなど)(n=374)

⑨燃料電池（エネファームなど）(n=372)

⑩その他(n=112)

活用している 活用を予定している 活用を検討している 活用予定はない
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3）脱炭素社会に向けて必要な取組 

●脱炭素社会の実現に向けて「省エネ設備の導入や省エネ改修等への補助金など支援制

度を充実」が求められています。 
 

 

 
図 13 脱炭素社会に向けて必要な取組  

44.4%

32.5%

22.3%

44.4%

26.5%

19.2%

22.8%

6.3%

19.2%

9.2%

4.2%

11.5%

1.8%

省エネ設備の導入や省エネ改修等への補助⾦など
⽀援制度を充実

再エネ設備の導入にかかる補助⾦など⽀援制度を充実

クリーンエネルギー⾃動⾞
（電気⾃動⾞など）の普及促進

ごみの減量やリサイクルなど資源の有効利用を促進

歩いて快適に暮らせるまちづくりを推進
（コンパクトシティの推進など）

駐輪場や⾃転⾞専用道路などの
環境にやさしい交通環境を整備

植樹など市⺠の⾝近な緑化の推進や、
⼆酸化炭素吸収源となる森林を適切に維持管理

江別市のホームページなどで普及啓発活動や、
地球温暖化対策についての先進事例を情報提供

⼩・中学校で地球温暖化対策や省エネの教育を実施

市⺠の取組を推進するための意識啓発

事業者を対象にした環境セミナーの開催

市⺠・事業者・⾏政・ボランティア団体などが
相互協⼒できる環境づくりを推進

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n=381
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（4）事業者意向（令和 4 年 7 月実施のアンケート調査より） 
1）脱炭素社会に向けて必要な取組 

●脱炭素社会の実現に向けて、「省エネ設備の導入や省エネ改修等への補助金など支援

制度を充実」や「再エネ設備に関する支援の充実」が求められています。 
 

 
図14 脱炭素社会に向けて必要な取組 

 

 

 

71.0%
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0.0%

省エネ設備の導入や省エネ改修等への補助⾦など⽀援制度
を充実

再エネ設備の導入にかかる補助⾦など⽀援制度を充実

クリーンエネルギー⾃動⾞（電気⾃動⾞など）の普及促進

ごみの減量やリサイクルなど資源の有効利用を促進

歩いて快適に暮らせるまちづくりを推進（コンパクトシティの推
進など）

駐輪場や⾃転⾞専用道路などの環境にやさしい交通環境を
整備

植樹など市⺠の⾝近な緑化の推進や、⼆酸化炭素吸収源
となる森林を適切に維持管理

江別市のホームページなどで普及啓発活動や、地球温暖化
対策についての先進事例を情報提供

⼩・中学校で地球温暖化対策や省エネの教育を実施

市⺠の取組を推進するための意識啓発

事業者を対象にした環境セミナーの開催

市⺠・事業者・⾏政・ボランティア団体などが相互協⼒できる
環境づくりを推進

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=107



江別市内の主な再生可能エネルギーマップ

凡例 太陽光エネルギー

家畜糞尿バイオガス

未利用木質バイオマス

（株）Kalm（カーム）角山
・発電能力 300kW

（有）小林牧場
・発電能力 125kW

（株）町村農場
・発電能力 95kW

江別ノーザンフロンティア発電所
・発電能力 1,500kW

北海道電力（株）総合研究所
・発電能力 10kW

王子グリーンエナジー江別（株）
江別発電所
・発電能力 25,000kW江別市役所（本庁舎）

・発電能力 10.2kW

江別第一中学校
・発電能力 20kW

江別太小学校
・発電能力 20kW

江別第二小学校
・発電能力 20kW

市営住宅新栄団地
・発電能力 A棟17.5kW

B・C棟18.2kW

D棟19.4kW

E棟19.4kW

江別グリーンエコナジー
発電所
・発電能力 878kW

下水汚泥バイオガス

江別浄化センター
・発電能力 250kW

タイヨウグループ
太陽光発電所
・発電能力 853kW

いずみ野小学校
・発電能力 17.8kW

江別市環境クリーンセンター
・発電能力 1,980kW

廃棄物燃焼熱

美原太陽光発電所
・発電能力 500kW

（地独）北海道立総合研究機構
産業技術研究本部食品加工研究センター
・発電能力 10kW

江別太

美原

角山

野幌森林公園

八幡

地中熱

野幌駅北口広場
地中熱ヒートポンプ式
ロードヒーティング

江別第一小学校
・発電能力 20kW

那須南エコファーム
江別太第１発電所
・発電能力 785kW

サン・ファーム麦の里江別
上江別太陽光発電所
・発電能力 1,500kW

野幌駅南口広場
地中熱ヒートポンプ式
ロードヒーティング

丸〆フードシステム
江別太発電所
・発電能力 874kW

那須南エコファーム
江別太第２発電所
・発電能力 957kW

西野幌

（株）レーベンクリーンエナジー
発電能力 1,935kW

ＡＣＡエナジー２号（同）
発電能力 1,557kW

大麻

篠津

14


